
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 49,830,050,788   固定負債 16,381,040,800

    有形固定資産 47,906,294,780     地方債等 11,542,996,117

      事業用資産 20,776,219,373     長期未払金 1,881,303

        土地 11,609,271,337     退職手当引当金 1,259,920,002

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 17,304,904,679     その他 3,576,243,378

        建物減価償却累計額 -9,980,306,526   流動負債 1,585,885,005

        工作物 2,004,605,289     １年内償還予定地方債等 1,249,394,444

        工作物減価償却累計額 -166,952,326     未払金 67,986,324

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 18,982,801

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 94,391,271

        航空機 -     預り金 113,364,866

        航空機減価償却累計額 -     その他 41,765,299

        その他 - 負債合計 17,966,925,805

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,696,920   固定資産等形成分 50,490,176,788

      インフラ資産 25,070,520,436   余剰分（不足分） -16,685,858,631

        土地 2,984,611,573   他団体出資等分 -

        建物 897,990,002

        建物減価償却累計額 -351,319,037

        工作物 47,959,316,299

        工作物減価償却累計額 -28,664,771,039

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 2,244,692,638

      物品 5,212,378,179

      物品減価償却累計額 -3,152,823,208

    無形固定資産 103,861,003

      ソフトウェア 99,296,859

      その他 4,564,144

    投資その他の資産 1,819,895,005

      投資及び出資金 754,626,914

        有価証券 699,551,000

        出資金 54,807,000

        その他 268,914

      長期延滞債権 150,741,357

      長期貸付金 338,959,000

      基金 588,661,329

        減債基金 -

        その他 588,661,329

      その他 -

      徴収不能引当金 -13,093,595

  流動資産 1,941,193,174

    現金預金 1,151,057,249

    未収金 130,501,790

    短期貸付金 141,000

    基金 659,985,000

      財政調整基金 657,460,000

      減債基金 2,525,000

    棚卸資産 5,232,923

    その他 192,500

    徴収不能引当金 -5,917,288

  繰延資産 - 純資産合計 33,804,318,157

資産合計 51,771,243,962 負債及び純資産合計 51,771,243,962

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 11,673,150

    その他 40,113

純行政コスト 12,848,727,384

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 45,732

  臨時利益 11,713,263

  臨時損失 51,249,366

    災害復旧事業費 28,691,175

    資産除売却損 22,512,459

    使用料及び手数料 571,467,135

    その他 409,176,368

純経常行政コスト 12,809,191,281

      社会保障給付 709,213,136

      その他 15,179,720

  経常収益 980,643,503

        その他 185,612,270

    移転費用 8,583,722,102

      補助金等 7,154,329,246

      その他の業務費用 369,740,502

        支払利息 172,339,183

        徴収不能引当金繰入額 11,789,049

        維持補修費 162,334,702

        減価償却費 1,594,939,897

        その他 6,607,115

        その他 73,704,358

      物件費等 3,373,126,147

        物件費 1,609,244,433

        職員給与費 1,226,483,286

        賞与等引当金繰入額 97,424,452

        退職手当引当金繰入額 65,633,937

  経常費用 13,789,834,784

    業務費用 5,206,112,682

      人件費 1,463,246,033

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 33,897,675,930 50,954,069,755 -17,056,393,825 -

  純行政コスト（△） -12,848,727,384 -12,848,727,384 -

  財源 12,388,708,308 12,388,708,308 -

    税収等 8,901,612,998 8,901,612,998 -

    国県等補助金 3,487,095,310 3,487,095,310 -

  本年度差額 -460,019,076 -460,019,076 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,074,474,300 1,074,474,300

    有形固定資産等の増加 586,770,001 -586,770,001

    有形固定資産等の減少 -1,674,662,332 1,674,662,332

    貸付金・基金等の増加 203,476,720 -203,476,720

    貸付金・基金等の減少 -190,058,689 190,058,689

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 685,374,710 685,374,710

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -82,697,104 -74,793,377 -7,903,727 -

  その他 -236,016,303 - -236,016,303

  本年度純資産変動額 -93,357,773 -463,892,967 370,535,194 -

本年度末純資産残高 33,804,318,157 50,490,176,788 -16,685,858,631 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 117,973,259

本年度歳計外現金増減額 -4,608,393

本年度末歳計外現金残高 113,364,866

本年度末現金預金残高 1,151,057,249

財務活動収支 -563,192,416

本年度資金収支額 77,718,448

前年度末資金残高 960,531,453

比例連結割合変更に伴う差額 -557,518

本年度末資金残高 1,037,692,383

    地方債等償還支出 1,298,699,764

    その他の支出 41,773,152

  財務活動収入 777,280,500

    地方債等発行収入 770,198,000

    その他の収入 7,082,500

    資産売却収入 42,330,720

    その他の収入 106,413,166

投資活動収支 -365,992,800

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,340,472,916

    その他の支出 -

  投資活動収入 454,358,708

    国県等補助金収入 169,710,699

    基金取崩収入 135,598,622

    貸付金元金回収収入 305,501

  投資活動支出 820,351,508

    公共施設等整備費支出 624,258,534

    基金積立金支出 196,092,974

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 28,691,175

    その他の支出 45,732

  臨時収入 12,730,710

業務活動収支 1,006,903,664

【投資活動収支】

    税収等収入 8,702,330,302

    国県等補助金収入 3,413,317,779

    使用料及び手数料収入 581,891,827

    その他の収入 407,227,033

  臨時支出 28,736,907

    移転費用支出 8,537,747,774

      補助金等支出 7,152,666,018

      社会保障給付支出 709,213,136

      その他の支出 14,868,620

  業務収入 13,104,766,941

    業務費用支出 3,544,109,306

      人件費支出 1,386,668,720

      物件費等支出 1,784,407,618

      支払利息支出 172,327,677

      その他の支出 200,705,291

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 12,081,857,080



①有形固定資産の明細 （単位：　円単位　）

1,561,204,951          47,906,294,780        合計 89,498,229,774        40,025,925,720        39,301,688,578        90,222,466,916        42,316,172,136        

-                          2,244,692,638          

 物品 5,306,337,942          153,377,277            247,337,040            5,212,378,179          3,152,823,208          216,393,889            2,059,554,971          

　　建設仮勘定 1,201,940,414          1,137,126,122          94,373,898             2,244,692,638          -                          

937,492,891            19,294,545,260        

　　その他 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　工作物 47,842,407,801        37,658,284,308        37,541,375,810        47,959,316,299        28,664,771,039        

-                          2,984,611,573          

　　建物 900,263,592            114,016,663            116,290,253            897,990,002            351,319,037            16,724,358             546,670,965            

　　土地 2,882,210,465          203,893,694            101,492,586            2,984,611,573          -                          

-                          4,696,920               

 インフラ資産 52,826,822,272        39,113,320,787        37,853,532,547        54,086,610,512        29,016,090,076        954,217,249            25,070,520,436        

　　建設仮勘定 1,119,117,727          -                          1,114,420,807          4,696,920               -                          

-                          -                          

　　その他 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　航空機 -                          -                          -                          -                          -                          

-                          -                          

　　浮標等 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　船舶 -                          -                          -                          -                          -                          

354,101,781            7,324,598,153          

　　工作物 1,740,871,168          263,734,121            -                          2,004,605,289          166,952,326            36,492,032             1,837,652,963          

　　建物 16,940,925,433        363,979,246            -                          17,304,904,679        9,980,306,526          

-                          11,609,271,337        

　　立木竹 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　  土地 11,564,155,232        131,514,289            86,398,184             11,609,271,337        -                          

【様式第５号】

連結附属明細書（連結会計）
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 31,365,069,560        759,227,656            1,200,818,991          30,923,478,225        10,147,258,852        390,593,813            20,776,219,373        

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



連結会計 注記表 
 
１ 重要な会計方針 
 
 (1) 有形固定資産及び無形固定資産 
  ① 有形固定資産････････････････････････････････取得原価 
    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
   ア 昭和５９年度以前に取得したもの････････････再調達原価 
    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 
   イ 昭和６０年度以降に取得したもの 
    取得原価が判明しているもの･･････････････････取得原価 
    取得原価が不明なもの････････････････････････再調達原価 
     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 
  ② 無形固定資産････････････････････････････････原則として取得原価 
    ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 
 
 (2) 出資金の評価基準及び評価方法 
   ア 市場価格のあるもの････････････････････････会計年度末における市場価格 
                           （売却原価は移動平均法により算定） 
   イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 
 
 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
     移動平均法による原価法 
 
 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 
     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
      建物   ４年～６５年 
      工作物  ６年～７５年 
      物品   ２年～５８年 
  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 
  ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 
････････････････････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 
 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 
  ① 徴収不能引当金 
    未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 
    長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 
    ただし、一部の連結対象団体においては、債権の不納欠損による損失に備えるため実績率等によ

る回収不能見込額又は、債権の貸倒損失に備えるため債権発生年度の翌年度から３事業年度を経過

した金額を計上しています。 
  ② 退職手当引当金 
    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給

された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち上郡町へ按分される額を加

算した額を控除した額を計上しています。 



 
  ③ 賞与等引当金 
    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
 
 (6) リース取引の処理方法 
  ① ファイナンス・リース取引 
   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース債務及びリース料総額

が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 
     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
   イ ア以外のファイナンス・リース取引 
     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
  ② オペレーティング・リース取引 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 
 (7) 資金収支計算書における資金の範囲 
   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 
   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん 

でいます。 
 
 (8) 消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
   ただし、一部の会計においては、税抜方式によっています。 
 
２ 重要な会計方針の変更等 
  該当する事項はありません。 
 
３ 重要な後発事象 
  該当する事項はありません。 
 
４ 偶発債務 
  該当する事項はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
５ 追加情報 
 
 (1) 連結対象団体 

  連結の方法は次のとおりです。 
  ① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 
    ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等

の適用に向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定

等を適用するものに限ります。）については、連結対象団体（会計）の対象外としています。したが

って、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 
    特別会計公共下水道事業  企業債残高   ７，１５２，５２５，２０７円 
                 他会計繰入金  ４２９，０００，０００円 
    特別会計農業集落排水事業 企業債残高   ２，５２４，９６８，４１８円 
                 他会計繰入金  ２３２，０００，０００円 
  ② 兵庫県市町村職員退職手当組合を除く一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等

に基づき比例連結の対象としています。 
  ③ 兵庫県市町村職員退職手当組合は、みなし連結の対象としています。 

④ 過年度修正等に関する事項 
    過年度のリース負債に係る固定負債（その他）の計上に誤りがあったため、本年度において修正 
   を行っています。 

この修正により、本年度の貸借対照表において、流動負債（その他）が５２８，４８６円減少し、 
純資産変動計算書において、その他（余剰分）に同額計上されています。 

 
 (2) 出納整理期間 
  地方自治法第２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
 

 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 
水道・工業用水道事業 地方公営企業会計 全部連結 － 
にしはりま環境事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 １５．７０３％ 
安室ダム水道用水供給企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 ２０．０００％ 
兵庫県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ０．３４０％ 
赤相農業共済組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ３９．７５０％ 
兵庫県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 みなし連結 － 
播磨高原広域事務組合 
一般会計 

一部事務組合・広域連合 比例連結 ４０．０００％ 

播磨高原広域事務組合 
水道事業会計 

一部事務組合・広域連合 比例連結 ３８．０００% 

播磨高原広域事務組合 
下水道事業会計 

一部事務組合・広域連合 比例連結 ３９．０００% 
 


